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教
育
訓
練
の
実
施
状
況
を
み
る
と
、
Ｏ
Ｆ

Ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
実
施
率
は
前
年
度
と
ほ
ぼ
横
ば
い

で
あ
る
が
、
計
画
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ
実
施
率
は
一

〇
ポ
イ
ン
ト
以
上
上
昇
し
て
い
る
。
ま
た
、

非
正
社
員
に
対
す
る
実
施
率
は
正
社
員
の
半

分
以
下
で
あ
り
、
大
き
な
格
差
が
み
ら
れ
る
。

と
く
に
、
非
正
社
員
に
対
す
る
実
施

率
は
、
業
種
間
で
の
違
い
が
大
き
い

こ
と
が
、
六
月
一
〇
日
に
厚
生
労
働

省
が
発
表
し
た
「
平
成
二
〇
年
度
能

力
開
発
基
本
調
査
結
果
」
で
わ
か
っ

た
。

　

調
査
は
、
わ
が
国
の
企
業
、
事
業

所
及
び
労
働
者
の
能
力
開
発
の
実
態

を
正
社
員
・
非
正
社
員
別
に
明
ら
か

に
す
る
こ
と
等
を
目
的
に
し
て
い
る
。

企
業
調
査
及
び
事
業
所
調
査
は
、
昨

年
一
〇
月
六
日
か
ら
一
一
月
二
一
日

に
、
個
人
調
査
に
つ
い
て
は
、
同
一

〇
月
六
日
か
ら
一
二
月
一
二
日
に
実

施
し
た
。

　

調
査
対
象
は
、
企
業
調
査
は
三
〇

人
以
上
の
常
用
労
働
者
を
雇
用
す
る

企
業
の
う
ち
か
ら
一
定
の
方
法
に
よ

り
抽
出
し
た
約
七
九
〇
〇
企
業
、
事

業
所
調
査
も
同
規
模
の
常
用
労
働
者

を
雇
用
す
る
事
業
所
の
う
ち
か
ら
一

定
の
方
法
に
よ
り
抽
出
し
た
約
七
四

〇
〇
事
業
所
と
し
た
。
ま
た
、
個
人

調
査
は
、
事
業
所
に
属
し
て
い
る
労

働
者
の
う
ち
か
ら
、
一
定
の
方
法
に

よ
り
抽
出
し
た
約
二
万
四
〇
〇
〇
人
。

有
効
回
答
数
は
企
業
二
八
七
五
、
事
業
所
四

五
六
一
、
個
人
七
八
〇
六
人
。

計
画
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ
は
上
昇

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
正
社
員
に
対
し
て
、
Ｏ

Ｆ
Ｆ-

Ｊ
Ｔ
を
実
施
し
た
事
業
所
割
合
は
七

六
・
六
％
（
前
回
〈
平
成
一
九
年
度
調
査
〉

七
七
・
二
％
）
と
な
っ
て
い
る
（
図
１
）。

業
種
別
に
み
る
と
、
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・

水
道
業
（
九
三
・
五
％
）、学
術
研
究
，専
門
・

技
術
サ
ー
ビ
ス
業
（
八
八
・
八
％
）、
金
融
業
，

保
険
業
（
八
八
・
一
％
）、
医
療
，
福
祉
（
八

六
・
一
％
）
な
ど
で
高
く
、
不
動
産
業
，
物

品
賃
貸
業
（
六
七
・
五
％
）
や
宿
泊
業
，
飲

食
サ
ー
ビ
ス
業
（
六
七
・
八
％
）
な
ど
で
低

く
な
っ
て
い
る
。
企
業
規
模
別
に
み
る
と
、

一
〇
〇
人
以
上
の
企
業
に
お
い
て
八
割
を
超

え
て
い
る
。

　

一
方
、
非
正
社
員
に
対
し
て
Ｏ
Ｆ
Ｆ
‐
Ｊ

Ｔ
を
実
施
し
た
事
業
所
割
合
は
三
五
・
〇
％

（
前
回
四
〇
・
九
％
）
で
あ
り
、
正
社
員
に

比
べ
る
と
低
い
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

業
種
別
に
み
る
と
、
医
療
，
福
祉
（
七
一
・

三
％
）、
金
融
業
，
保
険
業
（
五
八
・
九
％
）

計
画
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ
実
施
率
が
一
〇
ポ
イ
ン
ト
以
上
上
昇

厚
生
労
働
省　

平
成
20
年
度
能
力
開
発
基
本
調
査
の
結
果
概
要

図１　ＯＦＦ－ＪＴを実施した事業所（総数）

図２　ＯＦＦ－ＪＴを実施した事業所（産業・規模別）

図３　計画的なＯＪＴを実施した事業所（総数）
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で
高
く
、
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

（
二
四
・
〇
％
）、
不
動
産
業
，
物
品
賃
貸

業
（
二
四
・
〇
％
）、建
設
業
（
二
四
・
九
％
）

な
ど
で
低
く
、
正
社
員
に
比
べ
て
業
種
間
で

の
違
い
が
大
き
い
（
図
２
）。

　

正
社
員
に
対
し
て
、
計
画
的
な
Ｏ
Ｊ
Ｔ
を

実
施
し
た
事
業
所
割
合
は
五
九
・
四
％
（
前

回
四
五
・
六
％
）
と
な
っ
て
い
る
（
図
３
）。

　

業
種
別
に
み
る
と
、金
融
業
，保
険
業
（
九

二
・
二
％
）、
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水

道
業
（
八
六
・
二
％
）、
学
術
研
究
，
専
門
・

技
術
サ
ー
ビ
ス
業
（
七
二
・
五
％
）
な
ど
で

高
く
、
不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業
（
四
三
・

〇
％
）
な
ど
で
低
く
な
っ
て
い
る
。
企
業
規

模
別
に
み
る
と
、
規
模
が
大
き
く
な
る
ほ
ど

実
施
率
は
高
く
な
る
傾
向
に
あ
る
。
ま
た
、

Ｏ
Ｆ
Ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
と
比
べ
て
規
模
に
よ
る
差
が

大
き
く
な
っ
て
い
る
。

　

一
方
、
非
正
社
員
に
対
し
て
計
画
的
な
Ｏ

Ｊ
Ｔ
を
実
施
し
た
事
業
所
は
二
三
・
八
％（
前

回
一
八
・
三
％
）
で
あ
り
、
正
社
員
に
比
べ

る
と
低
い
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
業
種

別
に
み
る
と
、
医
療
，
福
祉
（
四
六
・
三
％
）、

金
融
業
，
保
険
業
（
四
二
・
三
％
）
な
ど
で

高
く
、
建
設
業
（
一
一
・
三
％
）、
情
報
通

信
業
（
一
四
・
一
％
）、
不
動
産
業
，
物
品

賃
貸
業
（
一
四
・
三
％
）
な
ど
で
低
く
な
っ

て
い
る
（
図
４
）。

　

正
社
員
の
自
己
啓
発
に
対
し
て
「
支
援
を

行
っ
て
い
る
」
事
業
所
割
合
は
七
九
・
二
％

（
前
回
七
九
・
七
％
）
と
な
っ
て
い
る
。
業

種
別
に
み
る
と
、
電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・

水
道
業
（
九
七
・
七
％
）、
医
療
・
福
祉
（
九

五
・
八
％
）、金
融
業
，保
険
業
（
九
四
・
一
％
）、

建
設
業
（
九
三
・
二
％
）
で
高
く
、
宿
泊
業
、

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
（
七
〇
・
二
％
）、
運
輸
業
、

郵
便
業
（
七
〇
・
七
％
）
で
比
較
的
低
い
が
、

全
業
種
通
じ
て
七
割
を
超
え
て
い
る
。
企
業

規
模
別
に
み
る
と
、
規
模
が
大
き
く
な
る
ほ

ど
自
己
啓
発
へ
の
支
援
を
行
っ
て
い
る
割
合

は
高
く
な
る
傾
向
に
あ
る
。

　

一
方
、
非
正
社
員
の
自
己
啓
発
に
対
し
て

「
支
援
を
行
っ
て
い
る
」
事
業
所
は
四
七
・

五
％
（
前
回
四
八
・
四
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

業
種
別
に
み
る
と
、
医
療
，
福
祉
（
八
一
・

九
％
）
で
と
く
に
高
く
、
電
気
・
ガ
ス
・
熱

供
給
・
水
道
業
（
二
八
・
三
％
）
で
低
い
（
図

５
、
６
）。

27

図４　計画的なＯＪＴを実施した事業所（産業・規模別）

図５　労働者に対する自己啓発への支援を行っている事業所（総数）

図６　労働者に対する自己啓発への支援を行っている事業所（産業・規模別）
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選
抜
者
の
能
力
向
上
を
よ
り
重
視

　

正
社
員
に
対
す
る
教
育
方
針
に
つ
い
て
は
、

「
選
抜
し
た
労
働
者
の
能
力
を
高
め
る
教
育

訓
練
」
を
重
視
す
る
ま
た
は
そ
れ
に
近
い
と

す
る
企
業
は
五
九
・
五
％
（
前
々
回
〈
平
成

一
八
年
度
〉
七
・
二
％
）
で
、「
労
働
者
全
体

の
能
力
を
高
め
る
教
育
訓
練
」
を
重
視
す
る

ま
た
は
そ
れ
に
近
い
と
す
る
企
業
割
合
は
四

〇
・
四
％
（
前
々
回
五
二
・
九
％
）
で
あ
る

（
図
７
）。

　

一
方
、
非
正
社
員
に
対
す
る
教
育
方
針
に

つ
い
て
は
「
選
抜
し
た
労
働
者
の
能
力
を
高

め
る
教
育
訓
練
」
を
重
視
す
る
ま
た
は
そ
れ

に
近
い
と
す
る
企
業
は
五
四
・
一
％
（
前
々

回
三
九
・
七
％
）
で
あ
り
、「
労
働
者
全
体
の

能
力
を
高
め
る
教
育
訓
練
」
を
重
視
す
る
ま

た
は
そ
れ
に
近
い
と
す
る
企
業
割
合
は
四

六
・
〇
％
（
前
々
回
六
〇
・
三
％
）
で
あ
る
。

　

前
々
回
と
比
べ
る
と
、
正
社
員
、
非
正
社

員
と
も
に
「
選
抜
し
た
労
働
者
の
能
力
を
高

め
る
教
育
訓
練
」
を
重
視
す
る
ま
た
は
そ
れ

に
近
い
と
す
る
企
業
が
増
加
し
、「
労
働
者
全

体
の
能
力
を
高
め
る
教
育
訓
練
」
を
重
視
す

る
又
は
そ
れ
に
近
い
と
す
る
企
業
を
上
回
っ

て
い
る
（
図
８
）。

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
重
視
は
五
割
弱

　

正
社
員
に
対
す
る
教
育
訓
練
の
方
法
に
つ

い
て
は
、「
社
内
で
実
施
す
る
教
育
訓
練
」
を

重
視
す
る
ま
た
は
そ
れ
に
近
い
と
す
る
企
業

は
五
四
・
四
％
（
前
々
回
五
六
・
四
％
）
で

あ
り
、「
外
部
・
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
活
用

し
た
教
育
訓
練
」
を
重
視
す
る
ま
た
は
そ
れ

に
近
い
と
す
る
企
業
割
合
は
四
五
・
六
％

（
前
々
回
四
三
・
七
％
）
で
あ
っ
た
。

　

一
方
、
非
正
社
員
に
対
す
る
教
育
訓
練
の

方
法
に
つ
い
て
は
、「
社
内
で
実
施
す
る
教
育

訓
練
」
を
重
視
す
る
ま
た
は
そ
れ
に
近
い
と

す
る
企
業
は
七
一
・
九
％
（
前
々
回
七
〇
・

〇
％
）。「
外
部
・
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
活

用
し
た
教
育
訓
練
」
を
重
視
す
る
ま
た
は
そ

れ
に
近
い
と
す
る
企
業
割
合
は
二
八
・
〇
％

（
前
々
回
三
〇
・
〇
％
）
で
、
正
社
員
に
比

べ
て
「
外
部
・
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
活
用

し
た
教
育
訓
練
」
を
重
視
す
る
か
、
ま
た
は

そ
れ
に
近
い
と
す
る
企
業
割
合
が
低
い
。

　

前
々
回
と
比
べ
る
と
、
正
社
員
で
は
「
外

図７　重視する教育訓練対象の範囲（正社員）

図８　重視する教育訓練対象の範囲（非正社員）

図９　教育訓練の実施方法の方針（正社員）

図10　教育訓練の実施方法の方針（非正社員）
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部
・
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
活
用
し
た
教
育

訓
練
」
を
重
視
す
る
か
、
ま
た
は
そ
れ
に
近

い
と
す
る
企
業
が
や
や
増
加
し
て
い
る
。
非

正
社
員
で
は「
社
内
で
実
施
す
る
教
育
訓
練
」

を
重
視
す
る
か
、
ま
た
は
そ
れ
に
近
い
と
す

る
企
業
が
や
や
増
加
し
て
い
る
（
図
９
、10
）。

正
社
員
は
６
割
が
自
己
啓
発
行
う

　

自
己
啓
発
を
行
っ
た
者
は
、
正
社
員
で
は

五
八
・
一
％
（
前
回
五
六
・
四
％
）、
非
正

社
員
で
は
三
七
・
三
％
（
前
回
三
二
・
七
％
）

と
な
っ
て
お
り
、
正
社
員
、
非
正
社
員
と
も

に
、
行
っ
た
者
の
割
合
は
昨
年
度
に
比
べ
て
、

や
や
高
ま
っ
て
い
る
（
図
11
）。

　

自
己
啓
発
に
問
題
が
あ
る
と
し
た
労
働
者

は
、正
社
員
で
は
八
割
弱
（
七
七
・
一
％
〈
前

回
七
七
・
一
％
〉）、
非
正
社
員
で
は
約
七
割

（
七
〇
・
一
％
〈
前
回
六
八
・
八
％
〉）（
図
12
）。

自
己
啓
発
に
お
け
る
問
題
と
し
て
、
正
社
員
、

非
正
社
員
と
も
に
「
仕
事
が
忙
し
く
て
自
己

啓
発
の
余
裕
が
な
い
」（
五
九
・
〇
％
〈
前
回

六
二
・
〇
％
〉、
三
六
・
二
％
〈
前
回
三
七
・

八
％
〉）
を
あ
げ
る
割
合
が
最
も
高
く
な
っ

て
い
る
。

　

正
社
員
に
比
べ
、
非
正
社
員
が
問
題
と
す

る
割
合
が
高
い
の
は
、「
家
事
・
育
児
が
忙
し

く
て
自
己
啓
発
の
余
裕
が
な
い
」、「
や
る
べ

き
こ
と
が
わ
か
ら
な
い
」、「
セ
ミ
ナ
ー
等
の

情
報
が
得
に
く
い
」、「
適
当
な
教
育
訓
練
機

関
が
見
つ
か
ら
な
い
」、「
ど
の
よ
う
な
コ
ー

ス
が
自
分
の
目
指
す
キ
ャ
リ
ア
に
適
切
な
の

か
わ
か
ら
な
い
」（
図
13
）。

事
業
所
の
７
割
で
人
材
育
成
に
問
題

あ
り

　
「
人
材
育
成
に
問
題
が
あ
る
」
と
す
る
事

業
所
の
割
合
は
、
七
二
・
一
％
（
前
回
七
七
・

三
％
）
と
昨
年
度
調
査
に
比
べ
て
五
・
二
％

低
下
し
た
。
問
題
の
内
訳
を
見
る
と
、「
指
導

す
る
人
材
が
不
足
し
て
い
る
」（
四
九
・
六
％

〈
前
回
五
〇
・
五
％
〉）、「
人
材
育
成
を
行
う

時
間
が
な
い
」（
四
七
・
二
％
〈
前
回
四
七
・

三
％
〉）、「
人
材
を
育
成
し
て
も
辞
め
て
し
ま

う
」（
三
八
・
七
％
〈
前
回
四
一
・
一
％
〉）

な
ど
の
順
と
な
っ
て
い
る
（
図
14
）。

図11　自己啓発を行った労働者

図12　自己啓発に問題があるとした労働者

図13 自己啓発の問題点（複数回答）

図14　人材育成に関する問題がある事業所及び問題点の内訳（複数回答）


